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　投票を取り巻く情報環境の変化は関係者に
とって未曾有の困難を生み出している。過日の
参院選についても多くの調査結果が報告されて
いる。政府もさまざまな勉強会を組織して幾度
もこの難問にチャレンジしたようであるが、如
何ともし難い状況にあることも明らかになって
いる。
　私の雑駁な理解によれば、問題の根底には各
国の通信政策がある。これには国々によって違
いがあり、通信業者の義務にしても、違いが出
てくることになる。誤情報の取扱いやファク
ト・チェックの義務づけもその一例である。し
かし、情報は国境を越えて流通するのが当たり
前になる中で、ルールの共通化は当然一つの目
標になる。
　ところがこの分野で世界を席巻している米国
は、経済活動の自由の擁護を旗印に自国の巨大
な企業に対する諸々の規制に抵抗してきた。そ
こではビジネスの自由と自国企業の保護とが一
体になっている。これに対してEUは規制賛成
派の立場に立ち、いろいろな義務づけを設定す
ることを試み、課税などで米国と対立してき
た。
　このような両者の対立の狭間で日本は難しい
選択を迫られている。しかし、何らかの規制を
考えることは当然であり、現在できないとされ
ていることも将来的にはテクノロジーの進展に
よって出来るようになるかも知れない。従っ
て、現在のところ、規制の余地を閉ざさないで
置くしか選択肢はないであろう。
　問題はあらゆる情報―「それが真であろう
が、偽であろうが」―無制限に流通されるべき
だと考えるか、それとも個人であれ、企業であ

れ、政党であれ、社会的存在として保護される
に値するものが情報の形をとった攻撃から自ら
を守る手段を与えられるべきなのかである。多
言を要するまでもなく、あらゆる絶対主義には
危うさが伴うが、情報発信の自由についてもそ
れは妥当する。自由が尊重されるためにはルー
ルに従って行使されなければならないのは自由
な社会のイロハであるように。
　現在の民主政は情報の自由絶対主義に片足を
とられ（ポピュリズムに侵食されつつ）、辛うじ
て、伝統的枠組みを維持しているように見え
る。かくしてかつて圧倒的存在感を持っていた
欧州の中道右派、中道左派は凋落し、ポピュリ
ズムの前に政治の主導権を失いつつある。英・
仏・独などいわゆる自由主義的民主政の衰弱の
スピードは驚くほどに速い。
　日本ではこうした民主政の変質には時間がか
かるという見解が支配的であったが、この間の
国政選挙の状況によってこうした見方は修正せ
ざるを得なくなっているのではないか。目下、
高市新政権に対する支持率の高さに乗じて早期
の解散総選挙の声が大きくなっているという。
解散総選挙について注文をつけるつもりはない
が、しかし、政治のマーケットにおいて何が起
こっているか、何が起こり得るかについて超党
派で認識を共有し、必要に応じて選挙法制を見
直すような準備が必要ではないか。
　戦後、久しくわれわれは実に静かで整然とし
た選挙を享受してきた。そしてこれは当然、こ
れからも続くものとして想定されているのでは
ないか。しかしながら、信じがたいようなフェ
イクニュースの津波に没入している人々が、一
転して既成政治に対する「憎悪」をまき散らす有
権者に変貌しない保証はない。「憎悪」に侵され
た政治はその劣化に苦しめられることになる。
政治の自己防衛のために何を為すべきか、今こ
そ、主権者の熟慮の時である。

政治を護って

コラム

明るい選挙推進協会会長　佐々木 毅
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　SNSが私たちの社会、特に政治や選挙に与
える影響は日に日に増している。SNSは誰も
が手軽に情報を発信し、受け取れる便利なツー
ルである一方、偽情報や誹謗中傷といった深刻
な問題も後を絶たない。この状況を理解するた
めに、まず私たちが普段「SNS」と一括りにし
ているサービスが、実は異なる個性を持ってい
るという点から話を始めたい。

なぜ心地よく、なぜ偏るのか？ 情報の
「泡」のしくみ
　SNSの裏側では、私たちの興味や関心を学
習するアルゴリズムが働いている。これは過去
の閲覧履歴や「いいね」といったアクションか
ら、あなたが見たいであろう情報を自動的に選
んで表示するしくみだ。これにより、私たちは情
報探索時間の節約という恩恵を受けている。
　しかし、この機能は副作用も生む。アルゴリ
ズムによって自分好みの情報だけに囲まれてし
まうフィルターバブルだ。人が人とかかわると
きには、自分と似た意見を持つ人々とつながり
やすいため、その仲間内だけで意見を交わし、
自分たちの考えが世の中の総意であるかのよう
に感じてしまうエコーチェンバー現象は以前か
ら知られていたが、フィルターバブルはアルゴ
リズムの力でそれを意図的に発生させるしくみ
だとも言える。
　これらの現象を心理的に強化するのが、人間
の思考がはまり込む隘路である確証バイアス
だ。人が無意識のうちに自分の信じたい情報ば
かりを集め、反対意見や不都合な情報を無視・
軽視してしまう傾向である。フィルターバブル

やエコーチェンバーの環境は、この確証バイア
スと非常に相性がよく、私たちは自ら進んでそ
の「泡」の中に留まる。
　こうした環境を提供するのが、Facebookに
代表される囲い込み型サービスだ。ここで利用
者とサービス事業者は互恵関係を結ぶ。利用者
は自分には多くの仲間がいて、自分の意見は支
持され、世界中に認知されているという安心感
を獲得し、サービス事業者はそうした「快」を提
供するのと引き換えに広告に接触させ収益を上
げる。利用者にとっての副作用は自分たちの意
見を疑う機会が失われ、無自覚のうちに考えが
偏っていくリスクである。

世界をつなぐSNS、世界を分かつSNS
　一方で、全く異なる個性を持つSNSも存在
する。X（旧Twitter）に代表される拡散型サー
ビスだ。これらのサービスの価値は、仲間内で
閉じることではなく、いかに広く、速く情報を
拡散させるかにある。仲間を形成する機能も有
しているが、利用者や情報をフィルターバブル
に閉じ込めることは意図していない。彼らの収
益源は拡散にある。
　この拡散を駆動するのがアテンションエコノ
ミーだ。人々の注目（アテンション）そのものに
経済的価値があると発想し、注目を集める投稿
ほど評価する。これはテレビの視聴率獲得競争
に似ており、注目を稼ぐために、時に刺激的で
過激な表現が生まれやすい土壌となっている。
　SNSにおけるこの2つの類型は、スモール
ワールドネットワークによって説明できるだろ
う。スモールワールドネットワークは、「世間

SNSは「壁」をつくり、「橋」をかける
� 中央大学国際情報学部教授　岡嶋 裕史

SNSとのつき合い方特集
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は狭い」という実感を説明するロジックとして
知られている。「友だちの友だちをたどってい
くと、著名人にも6人ほどの連鎖でつながる」
といった説明を耳にしたことはないだろうか。
　基本的には友だち関係のような閉じた集団
（クラスター）で濃密な閉鎖共同体を構成しつつ
も、わずかな「知り合いの知り合い」といった
ショートカットによって、全く違う集団とも意
外なほど簡単につながる構造である。
　囲い込み型SNSが閉じたクラスターを形成
し、極端な意見を発酵させるのに対し、拡散型
SNSはこのクラスター間をつなぐ強力な
ショートカットとして機能する。本来出会うは
ずのなかった異なる価値観を持つ集団が、この
ショートカットを通じて簡単に出会ってしま
う。これが、現在のネットシーンにおいて炎上
や対立を発生させるメカニズムである。
　飲食店で醤油差しを鼻に突っ込むところを想
像して欲しい。多くの人にとって不愉快な状況
ではあるが、調子をこいた児童・生徒であれば
昔からやっていたであろう行為でもある。過去
にこれが問題にならなかったのはその行為の共
有が小さな中学生集団に閉じていたからだ。し
かし、現在では囲い込み型SNSが「醤油差しを鼻
に突っ込むのはクールだ」という偏った考えを
強力に後押しし、拡散型SNSが「人生の目的は
衛生にある」という集団にそれを伝えてしまう。

サイバーカスケードという雪崩
　異なる集団の接触がなぜ危険か。それがサイ
バーカスケードを誘発するからである。サイ
バーカスケードとは、ある閉じた集団内で生ま
れた意見（それが事実か虚偽かは問わない）が、
感情的な共感によって爆発的に拡散し、社会全
体を巻き込む巨大なうねりとなる現象を指す。
　フィルターバブルの中で醸成され、先鋭化し
た意見が、拡散型SNSをショートカットとし
て一気に外部へ流れ出す。その意見の真偽を吟

味する間もなく、多くの人々が勢いに乗って模
倣し、拡散に加担する。まるで雪崩のように、
一つの意見が社会を覆っていく。政治や選挙に
関する偽情報、誤情報、悪意ある情報が、時に
本物のニュース以上に広く信じられてしまう背
景には、こうした構造が存在する。
　ポイントは感情の重視で、こうした「客観的
な事実よりも、個人の感情や信条が重視される
状況」のことをポストトゥルースと呼ぶ。ポス
トトゥルースはSNSと相性がよい。囲い込み
型サービスの中で尊ばれるのも、拡散型サービ
スでアテンションを獲得するのも、つまらない
事実より、刺激的に感情を揺さぶる情報だから
だ。事の真偽は関係ない。

SNSを問い直す
　私たちはこの強力すぎる道具とどう向き合え
ばよいのか。一人ひとりのリテラシー向上も重
要だが、それだけでは限界がある。問題の構造
に目を向けるならば、炎上や偽情報の連鎖を緩
和する一つの可能性は、拡散型SNSが持つ強
力なショートカット機能に制限を加え、情報の
拡散を意図的に遅らせることだろう。
　私たち利用者にできることがあるとすれば、
まず自分が今いる場所の特性を理解すること
だ。心地よい仲間と語らっていても、その内容
は不可避的にどこかで世界とつながっている。
自分の意見は正しい、中立だと考えていても、
絶対の正義や中立など存在しない。その上で、
自分のタイムラインに見えるものが世界のすべ
てではないと自覚し、時に意図してショート
カットを渡り、異なる意見のクラスターを覗い
てみることが、この強固な構造に立ち向かうさ
さやかな一歩となるだろう。

おかじま ゆうし　中央大学大学院総合政策研究
科博士後期課程修了。博士（総合政策）。富士総合
研究所勤務，関東学院大学准教授，同大学情報科
学センター所長を経て現職。中央大学政策文化総
合研究所所長、学校法人神戸学園顧問。
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SNSが動かす選挙
 2024年から始まった新時代
� 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター准教授　 　山口 真一

2024年、日本におけるSNS選挙の転換点
　2024年の東京都知事選と兵庫県知事選は、日
本の選挙史において重要な節目となった。とり
わけ兵庫県知事選では、NHKの出口調査にお
いて「投票の際に最も参考にした情報源」として
SNSや動画サイトがトップに挙げられ、これ
までのマスメディア中心の構図が大きく揺らい
だ。
　私は2024年を「SNSと選挙の転換期」と位置
づける。その背景には、2020年都知事選との対
照がある。当時、SNS上では現職の小池百合
子氏への批判が多くを占め、支持の声はあまり
なかった（東京大学の鳥海不二夫教授の調査に
よる）。しかし実際には小池氏が約366万票を獲
得し、次点候補に大差をつけて圧勝した。この
結果は、SNSの声が世論の縮図ではないこと
を鮮明に示したのである。
　しかし、この4年間で状況は一変した。2024
年に生じたSNSと選挙の結びつきは単なる一
過性の現象ではなく、その潮流は翌2025年の参
院選へと受け継がれ、SNSで注目を集めた候
補者や政党が実際に議席を伸ばす姿が確認され
た。SNSが政治の現場を左右する時代は、も
はや到来しているのである。

参院選挙で何があったか
　2025年の参議院議員選挙は、SNSの存在感
を強く印象づけるものとなった。とりわけ注目
されたのが、14議席を獲得した参政党と17議席
を獲得した国民民主党である。
　両党の共通点は、代表や党首自身が大きな
フォロワー基盤をもち、まるでインフルエン

サーのようにSNSで発信を続けていた点であ
る。参政党は力強いメッセージを武器に支持者
の感情を揺さぶり、熱量の高い共感を生み出し
た。切り抜き動画や応援投稿が次々と拡散さ
れ、“勝手連”的な運動が自発的に展開されて
いった。党としても支持者に対し、発信の際の
留意点を示すなど、広がりを後押ししていた。
　一方の国民民主党は、玉木雄一郎代表が長年
YouTubeを活用し、わかりやすく政策を語り
かけるスタイルを確立していた。サムネイルや
動画構成も工夫され、人気YouTuberに近い感
覚で視聴者に届く内容であった。
　実際、NHKの出口調査によれば、SNSや動
画サイトを主な情報源とした有権者の比例投票
先は、参政党が29％、国民民主党が16％であっ
た。自民党は7％にとどまり、SNS上では新興
勢力が圧倒的な存在感を示した。
　さらに今回の選挙で特筆すべきは、「外国人
関連政策」が主要テーマとして急浮上した点で
ある。公示前には大きな争点ではなかったにも
かかわらず、SNS活用に長けた参政党が積極
的に発信したことで、X上で一気にトレンド入
りし、テレビや新聞も追随して報じるように
なった。他党もSNSの言及を意識し、街頭演
説や公式発信にこのテーマを取り込み、結果と
して選挙全体の争点設定がSNS主導で動く構
図が生まれたのである。
　ただし注意すべきは、SNSで盛り上がる話
題がそのまま投票行動に直結するわけではない
点である。読売新聞の出口調査では、有権者が
最も重視した政策は「物価高対策・経済政策」
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（46％）であり、「外国人政策」は7％にとどまっ
た。つまりSNSは確かにテーマを前面に押し
出す力を持つが、社会全体の関心や有権者の判
断とは必ずしも一致しない。
　2025年参院選は、SNSが政治の「アジェンダ
セッター＊」としての役割を担い始めたことを
示す一方で、SNS上の盛り上がりと有権者全
体の関心や判断は必ずしも重ならないことも明
らかにした。だからこそ、政治家やメディアは
SNSでの言及量やトレンドを過大評価せず、
あくまで社会全体の世論の一断面として冷静に
位置づける姿勢が求められる。

SNS選挙の光と影
　SNSが政治に果たす役割には、光と影の双
方がある。光の部分としてまず挙げられるの
は、政治への関心が薄い層を巻き込む力であ
る。SNSでは、タイムラインを眺めているだ
けで候補者の動画や政策の断片が流れてくる。
何気なく見た投稿が政治との“偶然の出会い”と
なり、投票行動のきっかけになるのである。
　2024年の兵庫県知事選はその象徴である。
SNSでの盛り上がりを背景に投票率は前回比
で15ポイント近く上昇した。参院選でも6ポイ
ント以上上昇している。投票率の低迷が長年の
課題とされる中で、SNSが新しい参加者を選
挙へ導いた事実は無視できない。
　しかし影もまた濃い。SNS特有の拡散構造
は、選挙の本質である政策への注目をかき消し
てしまう。冷静で複雑な政策論よりも、強い言
葉や対立をあおる表現のほうが圧倒的に広がり
やすいからだ。
　さらにSNSの構造は分断を深める。SNS上
で過激な言説や真偽不明の情報が広がること
で、人々の間に対立や不信感が生まれ、対話が
困難になる。
　本来、選挙というのは民主主義のプロセスの
ひとつにすぎない。選挙で意見がぶつかること

はあっても、終わったあとは立場を越えて同じ
テーブルにつき、意見を交わし、合意形成を図
ることが必要だ。けれども、選挙の時点で分断
があまりに深まってしまうと、その後の対話や
協力が難しくなり、民主主義の土台そのものが
揺らいでしまう。
　分断の影響は深刻である。2024年兵庫県知事
選後には、元県議がSNSでの誹謗中傷に苦し
み、命を絶つ悲劇も起きた。発言すれば叩かれ
る環境では人々は沈黙を選び、議論の土台は崩
れる。「話せば分かる社会」から「黙らざるを得
ない社会」へと変質してしまう

私たちはどうすべきか
　SNSが選挙に強い影響を与える時代、有権
者の行動も大きく問われている。投稿や動画を
通じて政治が身近になったのは確かに前進であ
る。だが短い言葉や刺激的な映像だけで判断す
れば、重要な点を見落とす危険がある。
　大切なのは、選挙の結果として返ってくるの
は「政策」であるという認識である。断片的な情
報に流されず、候補者や政党の公式サイトで一
次情報を確かめることが欠かせない。さらに、
複数の「ボートマッチサービス」を利用し、自分
の考えに近い政策を持つ政党や候補を把握する
のも有効である。
　同時に、SNS上にはフェイク情報も少なく
ない。見かけた情報をすぐ信じず、出所や事実
確認を行う姿勢が不可欠である。情報の「量」で
はなく「選び方」が重要なのだ。SNSで見たま
まではなく「自分で確かめた」と言える判断こ
そ、民主主義を支える基盤になるのである。

＊ �社会で何が重要な議題（アジェンダ）として扱われるかを設定し、関心を方向づける役割を担
う存在。

やまぐち しんいち　博士（経済学）。専門は計量
経済学、社会情報学、情報経済論。テレビや新聞
に多数出演・掲載。『ソーシャルメディア解体全書』

（勁草書房、2022年）などの著作があり、各種賞を
受賞。他に、IT企業の顧問や、内閣府「AI戦略会議」
などの政府有識者会議委員を複数務める。
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多様化する情報入手をより良い政治に
静岡大学学生･同大人文社会科学部井柳ゼミ生
� 小長谷 笙（こながや しょう）さん
　政治や選挙では、個人の判断に自己が受け
取った情報が大きく影響している。正確で客観
的な視点に立って発信された情報であるなら
ば、それに基づいた個人の判断は尊いものであ
るが、送り手の主観によるものやそもそも事実
ではない情報を根拠にした個人の判断は、公益
に適うものとは言えず、これまで受け継がれて
きた民主主義の精神を歪めるものであると考え
る。
　昨今のSNSの台頭は、情報の正確性や異な
る立場の意見を斥けた情報の集積性が議論を呼
んでいる。SNSによって、情報入手がいつで
もどこでもできるようになり、自己の政治的立
場や主張を形成したり、政治･選挙に関心を
持って投票に行ったりするきっかけになってい
ることは評価されるべきである。一方で、自己
と対照的な意見を持つ者を誹謗中傷したり、
誤った情報で有権者の意思とは正反対な方向性
に導いたりすることも見受けられ、表現の自由
を守りながらも公平公正な政治･選挙の実現に

向けた環境整備を行って
いかなければならない。
　大学進学を機に親元を
離れ、一人暮らしをする
若者は自宅にテレビを設
置したり、新聞を購読し
たりすることが少なくなっており、遥かにSNS
に向き合う時間が増える。これまでも学校教育
の現場ではインターネットのリテラシー教育が
なされてきたが、現在小学生ですらスマート
フォンを所持していることを踏まえると、さら
にその内容や頻度を充実させてSNSのメリッ
トとデメリット双方を確実に理解させることが
重要だろう。また、そのような教育を受けず、
SNSを利用している年代の方々にも講習など
を通じて理解を促していくことが求められると
思う。全世代で教育を受ける必要性があると考
える。
　SNSと既存のメディアの優劣やどちらか一
方の比較をするのではなく、両者が健全に情報
発信をすることで民主主義の更なる発展に繋が
る。両者のことを理解し、双方のメリットを生
かした情報入手を全世代で進めたい。

メディアとのかかわり方から考える
社会参画
高知大学学生･OurVote,OurVoice!メンバー
� 高月 凱士（たかつき かいと）さん
　私たちは普段、さまざまなメディアを通して
社会とつながっています。特にSNSの発達に
よって、ニュースや社会問題を知る機会が身近
になり、誰もが簡単に情報を発信できるように
なりました。
　私自身もXやInstagramをよく利用してい
て、大学のサークルの投稿やトレンドから社会

の話題を知ることが多い
です。けれども、そうし
た情報は自分の興味や考
えに似たものが表示され
やすく、知らないうちに
偏った見方になってしま
うことがあると感じています。
　たとえば、選挙の時期になるとSNSで候補
者や政党の政策を調べることがありますが、タ
イムラインには賛成や反対の強い意見ばかりが
流れてきます。中には事実より感情的な意見が
広まっていることもあり、何を信じればいいの

若者はSNSをどう利用しているか
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か迷うこともあります。だからこそ、SNSの
情報だけで判断せず、新聞社のサイトや選挙管
理委員会などの公的な情報も確認するようにし
ています。
　一方で、SNSは若者が社会問題に関心を持つ
きっかけにもなっています。たとえば環境問題
やジェンダー平等、地域の課題など、少し難し
そうなテーマでも、分かりやすい動画や投稿を
通して知ることができます。私もSNSで見た
ワークショップイベントの投稿をきっかけに実
際に参加したことがあり、オンラインでの関心
がリアルな行動につながる経験になりました。

　ただし、SNSには誤った情報が広まる危険
性もあります。大切なのは、受け取った情報を
うのみにせず、自分で調べ、考えることです。
さまざまな媒体を用いて情報を比較し、情報の
真偽を見極める力を持つことが、社会に関わる
うえで欠かせないと思います。
　これからの社会参画では、SNSを単なる情報
収集の場ではなく、意見を交わし、理解を深め
る場として使っていくことが大切だと感じま
す。さまざまな考え方に触れながら、自分の意
見を持ち、行動につなげていくことが、私たち
若い世代に求められている姿だと考えています。

SNSが選挙や民主主義に及ぼす影響
高崎経済大学学生･TCUE投票ファクトリー代表
� 白﨑 大雅（しらさき たいが）さん
　私は本年5月26日に開催された明るい選挙参
院選全国フォーラムにおいて、｢若者にとって
のメディアとは｣をテーマとしたパネルディス
カッションに参加した。そこでは各自がどのよ
うな媒体から情報を得ているのか、またテレビ
や新聞等のいわゆるオールドメディアに対して
の所感などについて議論した。
　その中で他の参加者がインターネットの速報
性について、一次情報を得るのは従来のマスメ
ディアであるにもかかわらずSNSの速報性が
高いといわれるのはなぜかという質問に対し
て、大学やバイト終わりなどですぐに情報を得
られるという点が速報性といわれているのでは
ないかという回答には共感したとともに、得た
いと思った情報を好きな時に得ることができる
という利便性は従来のマスメディアでは満たす
ことができず、オールドメディア離れは今後も
継続するであろうとも感じた。
　一方で今回の参議院選挙ではSNS上で様々
な偽情報の拡散がみられた。特に驚きだったの

は、｢期日前投票で鉛筆
を使用すると書き換えら
れる｣といった選挙の正
当性を否定するものが出
回っていたことである。
過去には2020年のアメリ
カ合衆国大統領選挙でも不正選挙を訴えるデマ
情報が拡散されたが、これは最終的に暴動にま
で発展し死者を出すまでの事態に陥った。
　また今まで指摘されてきたSNS上でのエ
コーチェンバー現象が、より激化している点に
も注意する必要があるように思う。自身と異な
る意見を持つ人物への攻撃や誹謗中傷などが頻
繁にみられるなど、SNSの負の側面が今回の
参議院選挙では如実に表れたのではないかと考
えている。さらにSNSが各国の情報戦に利用
されているという指摘もなされており、他国意
向に沿った世論が形成されかねないという懸念
も存在する。
　SNS上には様々な情報が存在しているが今
一度有権者一人一人が冷静に情報の真偽を見極
め、誤った情報で重大な決断を下すことがない
ように注意していく必要があると考える。
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SNSで誤情報　参院選でも
　情報を入手するとき、SNSや動画サイトを
利用する人も多いだろう。しかし、情報は玉石
混交だ。特に選挙のときには偽情報・誤情報が
多く飛び交う。
　この夏の参議院選挙の際、投票所に置いてあ
る鉛筆の写真を付けて「鉛筆で書くと投票した
内容が書き換えられる」と主張するXの投稿が
出回った。投稿では「鉛筆だと消せる」として、
「ボールペンを持ち込むべき」と主張していた。
根拠のない偽情報だが、同様のものは複数のア
カウントから何度も投稿され、閲覧回数が数
百万回に及んだものもあった。
　これについて、NHKでは実際に票の書き換
えや入れ替えなどが起きるのか、選挙の公正を
どう確保しているのか、選挙管理委員会や総務
省、選挙事務の専門家などに取材した。投票箱
には鍵を複数かけ、保管する部屋にも鍵をかけ
ることなどを確認して、「不正は限りなく不可
能だ」と記事にまとめ、テレビやNHKのニュー
スサイトで伝えた。また、投票所へのボールペ
ンの持ち込みは可能だが、ボールペンで投票用
紙に書くとにじむため、無効票になるリスクが
あることも伝えた。

今年は“ファクトチェック元年”
　このように、拡散する情報の真偽を検証する
のが「ファクトチェック」だ。公開されている
データや情報の確認、当事者や専門家、公的機
関などへの取材で真偽を検証する。
　去年の東京都知事選挙や兵庫県知事選挙では
SNSや動画サイトの情報によって結果に影響
が出たのではないかという指摘もあり、参議院

選挙の際には報道各社が力を入れた。報道機関
やファクトチェック団体から200本以上（ファク
トチェック・イニシアティブまとめ）の記事が出
され、今年は“ファクトチェック元年”とも呼ば
れるようになっている。

何をファクトチェック？
　もともと、報道機関の使命の１つは検証され
た正確な情報を届けることだ。NHK放送ガイ
ドラインでは「憲法で保障された表現の自由の
もと、正確で公平・公正な情報や豊かで良質な
番組を幅広く提供し、健全な民主主義の発展と
文化の向上に寄与する」としている。正確な情
報に基づいて人々が判断することは民主主義に
は欠かせない。ただ、いまではSNSなどで誤
情報があたかも事実であるかのように広がるた
め、「ウソ」を「ウソ」であると示すことも大事に
なってきている。
　単なる勘違いや誤り、伝わる過程で事実と異
なるようになる「誤情報」のほか、なんらかの意
図で広められる誤った情報「偽情報」もある。
ファクトチェックではどこがどう事実と異なる
のか検証して示すことが求められる。一方で、
どんな意見を持つのも自由で、検証の対象にな
るのはあくまで事実の部分だ。

ファクトチェック　NHKの取り組み
　この夏の参議院選挙に際し、NHKでは大き
く２つの方向性で進めた。
　１つは「想定される争点について、検証され
た正確な情報を伝えること」。たとえば、「消費
税」「関税」「選択的夫婦別姓」などといった真偽
不明な情報が広がりそうな争点について、その
時点でわかっている状況を整理してまとめた記

“SNS選挙”とフェイク　どう向き合えば
� NHK報道局機動展開プロジェクト専任部長　籔内 潤也
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事を発信した。正確な情報をあらかじめ知って
もらうことで、真偽不明な情報が出ても惑わな
くて済むようになる。
　もう１つは「ファクトチェック」。拡散して有
権者の判断に影響が出そうな真偽不明の情報を
検証することだ。冒頭で紹介した「投票内容書
き換え」のほか、「外国人が優遇されている」「外
国人への生活保護は憲法違反」「こども家庭庁解
体で新生児1人に1000万円ずつ配ることが可
能」といった情報を検証し、いずれも誤情報や
根拠のない情報という結論とともに示した。

見えてきた課題、信頼性向上にも
　参議院選挙の際には検証する記事を12本出
し、視聴者・読者からは好意的な反応もあった
一方、難しさも感じるようになった。
　その1つは記事が分断を生みかねないこと
だ。「その情報は誤っている」と指摘すること
で、情報が正しいと信じている人は「自分の考
えが否定された」と感じることもある。特に「外
国人」が争点の１つに急浮上する中で、「外国人
への優遇はない」事実が届きにくい人がいるこ
とを感じた。分断を生まずに、信じている人に
どう届けるかが大きな課題になっている。
　もう1点は「逆効果」の恐れ。参議院選挙では
ファクトチェックが盛んに行われたことで、誤
情報に触れる機会がかえって増えたという指摘
もある。記事でも冒頭から「拡散している情報
は誤情報である」と示すなど、伝え方を工夫す
ることが必要と考えている。
　私たちはいま、課題を前向きに捉え、メディ
アへの信頼性の向上につなげようとしている。
データや取材の結果といった根拠をしっかり示
すことで、記事に触れた視聴者・読者も自ら検
証できるようにして透明性を高めたいと考えて
いる。
　誤情報が広がる背景を深掘りすることも大事
だ。自分の不安や不満にフィットする情報は信

じてしまいやすい。信じるに至る理由や背景を
探ると、世の中に広がる不安にしばしば突き当
たることも多い。「誤情報だ」と一刀両断にせ
ず、詳しく検証した事実を重ねて、より深く、
納得感のある記事を書こうとしている。

SNSの情報との付き合い方
　私たちはSNSの情報とどう付き合えばよい
か。
　まずは、スマホで見る情報が表示される仕組
みを知ることだ。SNSや動画サイトでは投稿
や動画を見たり検索したりすると、AIのアル
ゴリズムによって似た情報ばかり表示されるよ
うになる。他の視点の情報が目に付かなくな
り、事実でなくても信じてしまうことにつなが
る。仕組みを知っておくだけで、自分の見てい
る情報に自覚的になれる。
　そして、取材で培ってきたSNSの情報を見
る際の注意点を示す。
・�感情を刺激される情報や拡散されている情報
はまず疑う。

・�リプライやコメント欄などに指摘がないか確
認。

・�複数の情報源で情報の根拠を調べる。
・�そのアカウントが普段どんな投稿をしている
か確認。

　筆者は2016年から3年間、フェイクニュース
が拡散した米国で取材した。分断が広がり多く
の人が信じたいものを信じる状況を目の当たり
にした。いまや日本も同様の状況になってい
る。SNSは誰もが発信できる民主的なテクノ
ロジーだが、デマに左右されてしまう恐れも高
まっている。万能薬はないが、こうした課題に
向き合うことでしか民主主義の未来は開けない
ように感じている。

やぶうち じゅんや　1996年NHK入局。長年医
療分野を取材。ニューヨーク特派員を経て、フェ
イク対策を担当。
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多様化・複雑化するメディア環境
　送り手と受け手の間で情報を媒介するメディ
アは、送り手の意図によって構成されたもの
で、受け手によって読み解かれるべきものであ
る。人の現実の認識や価値観などにも影響を与
えるため、現代社会を生きる上でメディア・リ
テラシーという能力を育む重要性が指摘され、
その能力を育む教育実践や研究が行われてき
た。ここでのメディア・リテラシーとは、「メ
ディアの意味と特性を理解した上で、受け手と
して情報を読み解き、送り手として情報を表
現・発信するとともに、メディアのあり方を考
え、行動していくことができる能力」のことで
ある（中橋 雄 2014）。
　現代社会においては、新聞、雑誌、テレビ、
ラジオなどに加え、インターネット、ソーシャ
ルメディア、AI技術などの普及・活用が進み、
メディア環境は多様化・複雑化し続けている。
中橋 雄（2023）は、フィルターバブルやエコー
チェンバー、ディープフェイクなどについて理
解する重要性や生成AIがもたらす社会の変化
に対して、AI時代に求められるメディア・リテ
ラシーの必要性を指摘している。従来から必要
とされてきたメディア・リテラシーを身につけ
るとともに、それを新たな時代に対応できる能
力へとバージョンアップさせることが求められ
ている。

メディア・リテラシーを育成する必要性
　メディア・リテラシーは、時代や社会背景に
よって、さまざまな立場からその必要性が語ら
れてきた。例えば、「勝手な思い込みによる混
乱や争い、偏見や差別を回避する」「権力が暴走

しないように監視して民主主義を守る」「当たり
前になっている固定観念に疑問を持つことで人
の生きづらさを解消する」「嘘の情報や情報操作
に対してまどわされないようにする」「新たな文
化を創造することで人の心を豊かなものにす
る」といったことのためにメディア・リテラシー
が必要とされると主張する立場があった（中
橋 雄 2024）。
　これらのことから、メディア・リテラシーは
必ずしも政治や選挙のことに限定される能力で
はないが、政治や選挙のあり方について考え行
動していくためにも必要不可欠な能力であるこ
とがわかる。そして、インターネットやSNS
などの技術やサービスが、政治や選挙に活用さ
れるようになったことで、それに対応できるメ
ディア・リテラシーを身につける重要性が増し
ていると考えられる。

初等・中等教育での取り組み
　初等・中等教育段階では、社会科で政治や選
挙の仕組みについて学ぶ機会がある。それと関
連してメディア・リテラシーが必要となること
を説明している教科書もある。しかしながら、
現在の学習指導要領には、メディア・リテラ
シーという言葉は使われていないこともあり、
教員による取り組みの差が生まれやすい状況に
ある。とりわけ自身がメディア教育を受けてこ
なかった教員は、何をどのように教えるとよい
のかイメージすることが難しい。さらに、近年
のメディア環境に対応した教育が実践されてい
るとは言い難く、これからの充実が望まれる。
　こうした課題を解決するために、メディア・
リテラシーを育成する教材を活用することが有

初等・中等教育におけるメディア・リテラシーの育成
� 日本大学文理学部教授　中橋 雄
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効だと考えられる。例えば、学校放送番組
『アッ！とメディア』（NHK）の「メディア・リテ
ラシー入門〜ネットの情報〜」の回では、フィ
ルターバブルやエコーチェンバー現象が生じる
原因となり得る「おすすめ情報が表示される仕
組み」について学ぶ。また「そのニュース広めて
大丈夫？〜フェイクニュース〜」は、「ディープ
フェイク」が偽情報に使われている問題につい
て学ぶ。
　こうした教材は、他にも様々なものが開発さ
れている。例えば、探究学習の擬似体験を通じ
てメディア・リテラシーを育むWeb教材『メリ
探』（NHK）、かるた遊びをしながらメディア・
リテラシーを育む教材『メディア・リテラシーか
るた』（NHK財団）、課題を解決するストーリー
を通じて学ぶメディア・リテラシー育成アプリ
『ふしぎの世界のリテディア』（スズキ教育ソフ
ト）など、様々なものがある。一方で、そうし
た教材の存在が広く知られているとは言い難
い。教員自身が学習内容について知るために
も、こうした教材に目を向けてみてもらいた
い。

今後の展望
　2025年9月25日に公開された中央教育審議会
（2025）の「論点整理」は、次期学習指導要領改訂
のもとになる資料である。そこでは、「全体と
して、生成AI等の先端技術に関わる内容が明
確に位置付けられておらず、情報モラルやメ
ディアリテラシーの育成については、学校によ
る取組の差が大きい」と情報活用能力の育成に
関する課題が指摘されている。
　また、「情報活用能力の抜本的向上に係る主
な課題」として「メディアリテラシーについて学
校の取組差が大きい（発信源の確認、複数媒体
の比較、ファクトチェック等）」「急激なスピー
ドで広がる負の側面が不十分（フィルターバブ
ル、エコーチェンバー、デジタルとアナログの

適切な使い分け、長時間利用の影響の理解を含
むデジタルとの適切な距離の置き方に関する自
己調整）」などが挙げられている。
　これらのことが、どの程度次期学習指導要領
に反映されるかは未知数であるが、これまでよ
りもメディア・リテラシーを育成することが重
視されると予想される。本稿で紹介した教材も
広く活用されるだろう。そうした中で、近年、
具体的に見受けられるようになってきた政治・
選挙に関するメディア活用の状況を批判的に捉
え、そのあり方を考える教育実践が行われるよ
うになることを期待したい。

＜参考文献＞
・�中橋 雄（2014）『メディア・リテラシー論―ソー
シャルメディア時代のメディア教育』北樹出版
・�中橋 雄（2023）AI時代に求められるメディア・リ
テラシー．学習情報研究（学習ソフトウェア情報
研究センター）2023年11月号（通巻295号）pp.28-31
・�中橋 雄（2024）「メディア・リテラシーを身につけ
る」中橋 雄・学校法人NHK学園（編）『世界は切り
取られてできている―メディア・リテラシーを身
につける本』NHK出版，pp.8-14

＜参考URL＞
「�アッ！とメディア」https://edu.web.nhk/schoo�
l/sougou/atmedia/
「�ふしぎの世界のリテディア」https://www.suzuk�
isoft.co.jp/products/educube/litedia/

「�教育課程企画特別部会　論点整理」https://www.�
mext.go.jp/content/20250925-mxt_kyoiku02-�
000045057_01.pdf
「�メディア・リテラシーかるた」https://www.nhk�
-fdn.or.jp/works/society/
「�メリ探」https://www.nhk.or.jp/info/pr/ml/
quest/

なかはし ゆう　専門は、メディア・リテラシー
論、情報教育論。著書に『【改訂版】メディア・リテ
ラシー論－ソーシャルメディア時代のメディア教
育』（北樹出版、2021年）など。
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希望か危機か？
　2010年頃の「アラブの春」の体制変更、2016年
の英国のEU離脱と合衆国大統領選挙等々、
SNSの普及がデモクラシーのあり方を変えつ
つあることは、もはや疑いを得ない。日本で
も、早くからSNSが広汎な世代に普及して世
論形成に大きな影響をもたらしてきた。しかし
その一方で、2013年のインターネット選挙運動
解禁後も、従来型の選挙運動が選挙結果に及ぼ
す影響力が強く残り、言い換えればSNSは選
挙運動の一つの有力手段であるにとどまり続け
たような印象があった。これに対して2024年の
衆議院議員総選挙、兵庫県知事選挙そして2025
年の参議院議員通常選挙は、SNSを主たる手
段として有効に利用した候補者や政党が成功を
収め、本格的なネット選挙の時代の到来とも評
価されるに至っている。
　このような状況で、SNSとデモクラシーの
関係の評価は大きく分かれる。一方には若い世
代をはじめとした政治参加を拡大させるととも
に、従来の政党・マスコミ等が表出ないし評価
してこなかった利益・価値を政治プロセスに取
り込み、デモクラシーを活性化させるものとし
てSNSを位置付ける見方がある。その反対に、
SNSでは無責任な情報の発信や、フィルター
バブル・エコーチェンバーといった現象が起き
やすく、偽情報・誤情報の流通により、デモク
ラシーが危機にさらされているという議論も有
力になっている。

政党・メディア・SNSの三角関係
　むろんこの二項対立は問題を図式化したにす
ぎない。突き詰めるとデモクラシーが社会構成

員の間のコミュニケーションを基体とするとこ
ろ、いまやSNSがその政治的コミュニケーショ
ンの基盤となったからこそ、従来のデモクラ
シーないし政治的コミュニケーションへの評価
に反比例する形で、SNSに対する各人の評価
が定まっている側面があることに、注意を喚起
しておきたい。
　永らく、リベラル・デモクラシーの、筆者の
ような憲法研究者にとっては立憲主義の政治体
制の要諦は、複数政党制とメディアの多元性に
あると言われてきた。選挙・議会そして行政と
いった狭義の統治機構において、法に拘束され
る点及び程度で共通性を持ちつつそれぞれの支
持基盤を維持・拡大する政党間の競争と、その
外にあってジャーナリズムの規範に依拠しつつ
知る権利に奉仕し、議題設定や世論認知の機能
を果たすものと想定されたメディア間の競争、
そしてこうした狭義の統治機構（コア）とその外
の言論空間（フリンジ）の相互作用こそが、さら
にその外側の環境に位置する多様な民意を吸収
しつついくつかの争点と選択肢を絞り込み、有
権者の選挙における意味のある選択と、統治を
担う公職者の健全な批判と評価を可能にするも
のと、イメージされてきたわけである。
　SNSの普及は、こうした政治的コミュニケー
ションの前提を様々な形で問い直している。日
本の問題状況で言えば、人口減少や少子高齢化
により従来の支持基盤であった団体・組織が融
解しつつあるところで、SNS上の情報の流れ
を通じて政党のイメージや党首への共通の感覚
ないし態度（場合によっては他の存在への敵意）
を日々形成し、固め、拡大することに、政党は

SNS時代のデモクラシーを考える
� 東京大学大学院法学政治学研究科教授　宍戸 常寿
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SNSとのつき合い方特集

新たな基礎を見いだしつつあるように思われ
る。他方でメディアは、テレポリティクスが促
進したデモクラシーの劇場化のあとでSNSに
後塵を拝するとともに、これまたデモクラ
フィックな変化もあって経営基盤に大きな打撃
を受け、しかもジャーナリズムの理想と現実の
乖離を指摘され続けて、反転攻勢の機会を見い
だせていないのが現状であろう。

SNSの規制をめぐる議論
　このような状況で、既存の政党やメディア側
から一般に、あるいは選挙運動におけるSNS
規制を求める声が上がることは、単なる党利党
略等だけでなく、リベラル・デモクラシーを
担ってきたとの自負の表れの面もあり、決して
理解できないことではない。しかし新興政党の
多くがSNS規制に消極ないし反対の立場を採
るのも当然のことであろう。戸別訪問の禁止が
表現の方法に関する内容中立規制にとどまるの
か、それとも隠れた表現内容規制であり新規参
入を阻むものとして許されるべきでないと考え
るのかという古典的な論点が、ここに再演され
ているようにも見える。
　より根本的には、政治的コミュニケーション
が特別なコミュニケーションであり、専門的知
識、あるいは身体的経験等の暗黙知に依存する
ところが大きい、だから素人は口を出すべきで
ない、せいぜいエンターテインメント的に愉し
むしかないという、先のコア・フリンジ・環境と
いう構造そのものがSNSによって動揺してい
ることにも、目を向けるべきであろう。選挙に
関する偽情報の投稿・拡散の動機が、特定の選
挙結果を得ようとするよりは、むしろ広告収入
を上げられれば何でも良く、それがたまたま選
挙運動期間においては政党や候補者に関するも
のにすぎないという場合があることがしばしば
指摘されるが、それはとりもなおさず、SNS
上の情報流通は、情報の内容や質、カテゴリー

に重きを置くものではないことを示すものでも
ある。規制の文脈に置き換えていえば、選挙運
動期間中の選挙に関する偽情報のSNS上の投
稿に対して、それが実効的で、かつ過剰でも過少
でもない規制をするということは、不可能でな
いにしても、非常に困難であることを意味する。

SNSに向き合うデモクラシー
　そのような措置としては、例えば、SNS上
の投稿をAIによりカテゴライズしてタグ付け
する、信頼できる実在の投稿者をあらかじめ登
録制とする等のことが考えられるかもしれな
い。しかしこのような措置の導入が仮に望まし
いものであるとしても、それは表現の自由や知
る権利に対する影響が大きいと同時に、海外事
業者が提供することの多いSNSを相手にする
という点でも、容易になし得ることではない。
まさに日本のデモクラシーを守るためにはその
ような協力が必要なのだということを、理論武
装しまた強い意志で求めなければ、まともに取
り合ってもらうことすら叶わないだろう。
　筆者はSNSの規制をめぐる行政の研究会に
長年関わってきたが、変化の激しいSNS（上
の、ではなく）に関する情報を適切に把握し、
そのあり方を議題として設定し、世論を形成す
るという政党やメディアの地道な作業が疎かで
あり、その結果として規制をめぐる議論は従来
の政策の軌道を行きつ戻りつしたように感じる
ことが多かった。SNS時代のデモクラシーの
あり方を決めるのは、デモクラシーの働きに
よってSNSのあり方を考えて決めること、す
なわち最終的にはデモクラシーそのものしかな
く、またそうあるべきように思われる。

ししど じょうじ　1974年生まれ。一橋大学准教
授等を経て、2013年より現職。専門は憲法、国法
学、情報法。衆議院議員選挙区画定審議会委員、個
人情報保護委員会委員等。著書に、『デジタル・デ
モクラシーがやってくる！』（共著、中央公論新社、
2020年）、『法学入門』（共編著、有斐閣、2021年）等。
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投票率アップ！ やったね、神奈川！
　2025年夏の参院選で、神奈川選挙区の投票率
は60.30％に達し、2022年の同選挙から5.79ポ
イント上昇しました。選挙管理委員会や事務
局、そして明推協も末席ながら関わった関係者
全員の成果です。やったね、神奈川！なお、今
回の参院選ではすべての都道府県で投票率が上
がりました。ですから、「やったね、日本！」と
も言えるでしょう。
　そんな明るい話題を県明推協の総会で紹介し
ました。軽い笑いを得た一方で、「昔と比べれ
ば低投票率では」、「選挙に注目が集まったから
ですよ（＝我々の活動成果ではない）」などの冷
静な意見も寄せられました。確かにその通りで
す。とはいえ、投票率が下がった時には啓発が足
りない、主権者教育の見直しなどの指摘をいた
だくことも多いものです。逆に投票率が上がっ
たときは少し褒めてほしいところです。評価は
人のやる気を高め、次の原動力になりますから。

投票率アップを素直に喜べない現実
　ところが実際には投票率が上がっても「やっ
た！」という高揚感はあまり覚えません。なぜ
でしょうか。私は二つの要因と捉えています。
　一つ目は、投票率の目標値が設定されていな
い点です。例えば、『投票率65％を目指そう』と
いった事業計画をこれまで見た記憶がありませ
ん。形式上の目標は非現実的な投票率100％です
が、現実的なそれ以外の数値を掲げることはど
こかタブーのようになっている感じがします。
　二つ目は、啓発活動の効果が見えにくいこと
です。例えば、タレントを起用した広報はどのく
らい効果があったのか、出前授業で何人が実際
に投票行動につながったのか、そうした数値が
概略的にさえ把握されていません。効果がわか

らなければ、活動の改善も難しくなります。つ
まり、どの取り組みがどんな成果を生んでいる
のかを検証する仕組みが不十分なままなのです。
　目標設定を立てても、成果を測る手段がなけ
れば、それは根性論に終わってしまいます。結
果として、とりあえず啓発活動をやっておこう
という姿勢にとどまっているのかもしれません。

改善のサイクルを動かすために
　しかし、ここにこそ改善のヒントがありま
す。もし啓発活動の効果を科学的に把握できれ
ば、どうすればもっと効果的かを考え、活動を
改善するサイクルが回り始めるはずです。
　そのためには研究者の力を借りることが欠か
せません。選挙や投票行動を研究している優れ
た専門家は国内に多くいます。ただ、研究を進
めるために必要な「投票に関するデータ」が、現
状ではほとんど活用できない状況です。この種
のデータにはプライバシー保護が不可欠です
が、技術的には匿名化などの方法で安全に扱う
ことが可能になっています。そこで、研究者が
実際に「投票に関するデータ」に触れることがで
きる適切な仕組みがあれば多くの研究者が興味
を抱き参入し、自然と新しい知見が蓄積されて
いくでしょう。
「先端選挙システム特区」という提案
　そこで提案です。国内の1～数か所に『先端
選挙システム特区』を設けてはどうでしょう
か。その特区では最新技術の下で個人情報を守
りながらも、地域内のデータを研究目的で柔軟
に利用できるようにします。その環境の中で、
啓発活動の効果測定や主権者教育の新しい試み
などを実際に検証してもらうのです。
　こうした仕組みが動き出せば選挙啓発のあり
方を一歩進める大きな契機になるでしょう。私
たちの啓発活動を次のステージに進化させてく
れるはずです。

投票率アップを喜びたい―
『先端選挙システム特区』構想
神奈川県明るい選挙推進協議会会長　根本 俊男

明推協リレーコラム

ねもと としお　文教大学学園常務理事、文教大
学経営学部教授。専門は科学的手法で社会の課題
解決をめざすオペレーションズ・リサーチ。
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はじめに
　近年、主権者教育アドバイザーの仕事以外にも
高校や中学校の教壇に立つ機会が増えた。その背
景には｢探究的な学び｣の存在がある。
　文部科学省が定めた新学習指導要領により、小
学校では2020年度から、中学校では2021年度か
ら、高校では2022年度から、｢総合的な探究（学
習）の時間｣を核とする探究的な学び（以下、探究）
が必修となっている。｢探究｣は｢探し究める｣と書
く。したがって、探究には正解がない。また型は
教えられても、探究そのものは教えられない。当
然、テストで測ることも不可能である。

探究と研究
　この探究の広がりは、高校と大学との関わり方
にも変化をもたらした。具体的には、探究の授業
や発表会に大学教員が招かれる機会が増えた。と
いうのも、｢探究｣と｢研究｣はほぼ同義であり、大
学教員の知識やスキルを直接活かせることになっ
たのである。実際、筆者も現在15校の高校と3校
の中学校で伴走している。

探究的な学びと主権者教育の接続
　その過程で一つ気づいたことがある。それは
「探究的な学びと主権者教育を有機的に接続させ
ることができれば、新たな化学反応が生まれるの
ではないか｣という仮説である。これまでの主権
者教育は、主に社会科教諭による政治や選挙の歴
史や制度の概説が中心で、一部の先進的な取組み
を除き、実践も模擬投票などの単発的なものが多
かった。このような一方向的かつ単発的なアプ
ローチでは、児童生徒にとって｢自分ごと｣の感覚
は育ちにくい。その証拠に今年は18歳選挙権が導
入されて10年の節目になるが、この10年間の投票
率はほとんど変化が見られない（表）。すなわち、

制度改正や権利付与だけでは若者の行動が変わら
ないということである。

現行の課題
　それでは、探究と主権者教育の接続状況はいか
がであろうか。結論から言えば、両者の間にはま
だ相当の距離がある。
　例えば、探究の発祥の地ともされる京都では、
昨年、京都府立・市立高校51校から466名の高校生
が参加する｢京都探究エキスポ｣が初開催され、
116本の探究の成果が発表された。しかし、政治
や選挙をテーマにした発表は残念ながら皆無だっ
た。筆者が日頃関わる高校や中学校でも決して多
いとは言えない。
　なぜ政治や選挙が探究のテーマとして選ばれに
くいのだろうか。おそらく生徒たちにとって政治
や選挙といったテーマがまだまだ｢他人ごと｣と感
じられているのであろう。ここを近づける仕組
み・仕掛け・仕込みが必要である。

おわりに
　いずれにしても、主権者教育を次のステージに
進めるためには、探究との接続が不可欠である。
筆者自身も、この両者を繋ぎ、若者が政治を｢自
分ごと｣として捉えられる時代を創るために模索
を続けたい。

（参考文献）
総�務省｢選挙関連資料｣（https://www.soumu.go.jp/senkyo�

/senkyo_s/news/sonota/nendaibetu/）
　（2025年10月13日閲覧）
京�都府教育委員会 ｢京都探究エキスポ｣（https://www.

kyoto-be.ne.jp/koukyou/cms/?p=6583）
　（2025年10月13日閲覧）

　　　　　　　　　表　10代の投票率の推移� （％）
実施年 2016 2017 2019 2021 2022 2024 2025 平均

衆議院議員選挙 - 40.49 - 43.23 - 39.43 - 41.05
参議院議員選挙 46.78 - 32.28 - 35.42 - 41.74 39.05

（出所）総務省（2025）より筆者加筆修正

探究的な学びと主
権者教育の接続の
必要性
福知山公立大学地域経営学部准教授　杉岡 秀紀

すぎおか ひでのり　同志社大学経済学部卒業、同
大学院博士前期課程修了。内閣官房行政改革推進本
部事務局、京都府立大学公共政策学部を経て、2016
年より現職。総務省主権者教育アドバイザー、京都
府明るい選挙推進協議会委員。

コラム 主権者教育アドバイザー
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内閣総理大臣表彰と総務大臣表彰：2025年
は、国民参政135年、普通選挙100年、女性参政
80年の年です。これを記念して内閣総理大臣表
彰、総務大臣表彰・感謝状が、「多年にわたり選
挙の管理執行に精励し、又は選挙制度の研究及
び普及等民主政治の確立に尽くし、顕著な功績
を挙げられた」方々に贈られました。
図書館で展示：横浜市中央図書館で10月15日
から11月24日まで、選挙に関する書籍を集めた
企画展がありました。「選挙制度の変遷と、そ
れに関わった人々の思いや社会の動きを、関連
資料とともに振り返ります。一票の重み、投票
の大切さ、そして未来へのつながりを、図書館
で見つけてみませんか？」と。横浜市選挙管理
委員会が「2025年は普通選挙100年 女性参政権
80年 18歳選挙権10
年 投票にイコット！
キャンペーン」と銘
打って企画したもの
です。
ＮＨＫ歴史探偵「日本人と選挙」：俳優佐藤二
朗さんが探偵社所長役でさまざま歴史を深堀す
る人気番組が、9月24日に「日本人と選挙」のタ
イトルで、100年前に成立した男子普通選挙な
どを「調査」しました。取り上げられた1926年制
作のアニメーション映画「映画演説 政治の倫理
化 後藤新平」は、サイト「日本アニメーション
映画クラシックス」（国立映画アーカイブ）で観
ることができます。「政治の倫理化」
運動は、明るい選挙推進運動の先駆
けの一つです。
総務省「令和6年度選挙管理委員会による主

権者教育等に関する調査」：選管や明るい選挙
推進協議会などが学校で実施している選挙出前
授業の状況などを、総務省が毎年調査していま
す。10月に公表された6年度の調査結果では、

高校での実施学校数と受講者数は、1,096校（全
高校数の23.0％）、207,507人で、前年度をやや
下回りました。模擬選挙の内容は、架空の政党
や候補者等の公約を見せて判断させる形式が全
体の約7割を占める一方、実際の選
挙を題材にしたものが令和5年度よ
り増加しました。課題なども指摘し
ています。
動画「情報の真偽を確かめよう！～選挙編～

（高校生）」：文部科学省が、リテラシーを学ぶ
約4分間の動画を制作しました。SNSでは、一
部の人たちが特定の候補者を応援する投稿を繰
り返しシェアすることで、その情報が急速に拡
散され、多くの人に「この候補者を支持してい
る人が多い」という印象を与えることがあるこ
と、情報は誰が発信したのか･事実を述べてい
るのか・発信者の意見なのかを見極
めることが必要であることなどが取
り上げられています。
明るい選挙ポスターコンクール･インター

ネット投票「みんなのいいね♪賞」：東京都選
管・同明推協は、スマートフォンからできるイン
ターネット投票で、「みんなのいいね♪」賞を選び
ました。高校生優秀賞10作品の中から選ぶもの
で、投票期間は10月15日から11月20日まででした。
明るい選挙推進協議会の広報誌：明推協は全

国各地で一年を通して活動していますが、その
知名度は約12％（2024年衆院選意識調査・当協
会）です。選挙時には街頭などで投票参加をよび
かけるとともに、投票立会人や投票所運営スタッ
フとして選挙の円滑な執行に尽力しています。
　「白ばらだより」「しろばら」「明推協だより」な
どさまざまな名称で広報誌が、発行されていま
す。ボランティア活動に参加する理由、投票立
会人を体験した若者の気づき、ポスターコン
クールに応募した児童生徒の絵に込めた思いな
ど、ぜひお読みください。
たとえば「白ばらとよなか（No.41）」

→

短信
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明るい選挙啓発ポスターコンクール　令和6年度文部科学大臣・総務大臣賞（一部を紹介）

表紙ポスターの紹介
明るい選挙啓発ポスターコンクール
文部科学大臣・総務大臣賞（令和6年度）
山田 真輝さん　石川県立工業高校2年（受賞時）
■評 小林 恭代（上記3作も）
文部科学省初等中等教育局教育課程課教科調査官
　明日につながる、人々がつながる選挙の大切さ
を、一筆書きでつなげるというアイデアで見事に表
現しています。あえて２色に抑えた色づかいも、す
っきりとしていてさわやかな印象となっています。

明るい選挙推進サポート企業制度
　明るい選挙推進運動は、第２次世界大戦後の民主
的な選挙の黎明期において、実業界、言論界などで
提唱され、国民運動としてスタートしました。この
歴史を踏まえ、また各企業におかれては多くの社員

（有権者）を抱えておられることに着目し、協会では
明るい選挙推進サポート企業制度を設けています。
社会貢献活動の一環として、支援をご検討くださ
い。サポート企業に対しては、当誌Votersや寄附
禁止周知などの啓発資料を提供するとともに、社員
研修などでの主権者教育に関する講演を実施しま
す（交通費実費負担）。
サポート会費のお願い
　協会は、フォーラム開催、資料作成、意識調査な
どを実施していますが、明るい選挙推進協議会によ
る会費、趣旨をご理解いただいている団体からの助
成金などで運営されています。活動にご理解いただ
きますとともに、サポート企業制度の安定的な実施
のため、サポート会費（一口10万円以上）による支援
をお願いしています。

寄附に対する税制上の優遇措置
　サポート会費は特定公益増進法人に対する寄附として、
優遇措置が適用されます（法人税法第37条第4項）。一般
寄附金の損金算入限度額①に加えて、特別損金算入限度
額②が設けられ、①と②の合計額が限度額となり、寄附
金合計額とのいずれか少ない額が損金に算入されます。
サポート企業として登録いただいている団体
・株式会社日本選挙センター（東京都千代田区）
　�選挙事務に関わる商品のトータルサポート
・株式会社ムサシ（東京都中央区）
　�名刺・カードプリント、金融汎用と選挙のシステム機

材の開発製造ほか
・�特定非営利活動法人選挙管理システム研究会（東京都
中央区） 選挙管理委員会が行う選挙管理の支援、使用
済投票用紙のリサイクル事業
・株式会社ジック（横浜市）
　�自動車事故などの損害調査、まちづくりなどの調査研

究、保険代理店、総合ITソリューション事業
・株式会社アクス（横浜市）
　自動車事故損害調査、行政等を対象とする調査研究
・株式会社社会調査研究センター（さいたま市）
　�世論調査や選挙調査の設計、実施、集計・解析とコン

サルティング。埼玉大学発ベンチャーの第1号

Voters90号は2026年2月5日発行予定です。

Voters（ボーターズ）：英語で｢有権者、投票者｣の意味
編集・発行　公益財団法人 明るい選挙推進協会
〒102－0082
東京都千代田区一番町13－3 ラウンドクロス一番町 ７ 階
TEL03－6380－9891
メールアドレス info@akaruisenkyo.or.jp
編集協力　株式会社 公職研

田口 翠音さん
埼玉県立芸術総合高校1年（受賞時）

　鮮やかな色づかいが非常に目を引
きます。画面の構成がよく考えられ
ていて、投票用紙を並べてつくった

「未来」という文字がすっと目に入っ
てきます。投票の大切さを、見る人
に強く訴える作品です。

滝口 仁さん
福島県会津坂下町立坂下南小学校5年（受賞時）

岡地 颯之介さん
東京都町田市立町田第一中学校3年（受賞時）

　選挙で明るい未来をつくっていく
ことを、投票用紙に描かれた植物が
育っていく様子で表現しています。
投票箱の上には町が広がり、伝えた
いことが一層明確になっています。
文字の色や配置の工夫も効果的です。

　色づかいが印象的な作品です。画面
の下半分は無彩色、上半分は鮮やかな
色で構成し、未来を感じさせます。投
票用紙に配した文字は躍動感があり、
見る人の「投票しよう」という気持ちへ
訴える作品となっています。




